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地方自治体における行政サービスは、自治体が自ら行うだけでなく、住民ニーズの多様化などに対応して、一部事務

組合・広域連合といった関係団体も活用して提供しています。 

こうした観点から、町民に対して財政状況をわかりやすく提示するとともに、財政の透明性のさらなる向上を図るた

め、普通会計のほか、自治体を構成するその他の特別会計や、自治体と連携して行政サービスを実施している関係団体

や法人を連結し、一つの行政サービス実施主体（以下、連結グループ）とみなして、町の財政状況の全体像を明らかに

した連結財務書類を作成いたしました。 

今後も、新たな財務書類の整備により、出資法人等を含めた町全体の財政状況の情報開示を徹底してまいります。 

 

■ 連結範囲 

今別町の全会計、一部事務組合・広域連合 

■ 作成方法 

財務書類４表については、「新地方公会計制度実務研究会報告書(H19.10.17 公表)」に基づき「総務省方式改訂モデ

ル」を作成しております。 

当町（全会計）と連結対象法人における既存の財務書類の金額を単純合算し、相互間の投資・資本及び債権・債務の

相殺消去を行い、純計を示しています。 

 

（注） 当レポートにおける各表は、いずれも表示単位の端数処理の関係上、合計等が一致しない場合があります。 

 

①連結貸借対照表（連結バランスシート） 

 

 
 （平成 27 年 3 月 31 日現在） （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

1 公共資産  1 地方債 3,422 

 ①有形固定資産 7,798 2 退職手当引当金 490 

 ②無形固定資産 0 3 未払金等 27 

 ③売却可能資産 56    

2 投資等 513 負債合計 3,939 

3 資金 617 純資産合計 5,053 

4 他流動資産 8   

5 繰延勘定 0   

資産合計 8,992 負債・純資産合計 8,992 

 

 

町の関連団体

等も含めた将

来返済しなけ

ればならない

借金 

町 の 関 連 団

体等も含めた

学校や道路、

庁舎などのイ

ンフラ 将来町やその

関連団体等が

支払う職員の

退 職 金 見 込

額 

町では町民に対して財政状況をわかりやすく提示するとともに、財政の透明性の向上を図るため、町と連携して

行政サービスを提供している関係団体等を連結し、一つの行政主体であるとみなして、財政状態の全体像を明らか

にした連結財務書類 4 表を作成いたしました。 

連結貸借対照表とは、会計年度末（3 月 31 日）における連結グループの財政状態を明らかにすることを目的と

して作成されます。 
連結貸借対照表には、連結グループという一つの行政サービス実施主体が外部と行った取引により発生した資産

及び負債のみが計上されることとなるため、連結対象となる会計・団体・法人間で行われた取引により発生したも

のは原則としてすべて相殺消去されます 

将来返済の必

要ない町や町

の関連団体等

も含めた財源 

町の関連団体

等も含めた売

却が容易な資

産 
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②連結行政コスト計算書 

 

（自 平成 26 年 4 月 1 日 至 平成 27 年 3 月 31 日） 
 （単位：百万円） 

科 目 金 額 

1 人にかかるコスト 238 

 (1)人件費 620 

 (2)その他 △382 

2 物にかかるコスト 1,064 

 (1)物件費 601 

 (2)減価償却費 423 

 (3)その他 39 

3 移転支出的なコスト 2,038 

 (1)社会保障給付 1,797 

 (2)補助金等 223 

 (3)その他 17 

4 その他のコスト 96 

 (1)支払利息 48 

 (2)その他 48 

経常行政コスト合計 3,435 

1 使用料・手数料 30 

2 分担金・負担金・寄附金 686 

3 保険料 165 

4 事業収益 208 

5 その他特定行政サービス収入 2 

経常収益合計 1,091 

（差引）純経常行政コスト 2,344 

 

 

 

 

科目説明 

保 険 料：公営事業会計・広域連合における保険料収入 

事 業 収 益：連結対象団体の主たる事業活動によって得られた収益 

町や町の関連団体

等の純粋なコスト 

1～3 のいずれにも

属さないコスト 

連結行政コスト計算書とは、連結グループが 1 年間の行政サービス（資産形成を除く）を提供するうえで発生し

た費用及び当該サービスの提供により獲得した収益を表す財務書類です。 
連結行政コスト計算書には、連結グループという一つの行政サービス実施主体が外部と行った取引により発生し

た行政コスト及び収益のみが計上されることとなるため、連結対象となる会計・団体・法人間で行われた取引は原

則としてすべて相殺消去されます。 

町や町の関連団体

等の手数料や施設

使用料などの収入 

町や町の関連団体

等が最終消費者と

なっているコスト 

他の主体に移転し

て効果が生じるコス

ト 

町や町の関連団体

等の職員に要する

コスト

普通会計や国保、

介護保険、一部事

務組合・広域連合

などの負担金 
簡易水道事業や国

保診療施設の収益 

国保や後期高齢者

医療、介護保険、

広域連合の保険料 
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③連結純資産変動計算書 

 
（自 平成 26 年 4 月 1 日 至 平成 27 年 3 月 31 日） 

 （単位：百万円） 

科 目 金 額 

期首純資産残高 4,574 

純経常行政コスト △2,344 

一般財源等 1,795 

補助金等受入 1,111 

臨時損益 2 

その他 △84 

期末純資産残高 5,053 

 

 

 

 

④連結資金収支計算書 

 
（自 平成 26 年 4 月 1 日 至 平成 27 年 3 月 31 日） 

 （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科 目 金 額 

1 経常的収支額 491 

2 公共資産整備収支額 △103 

3 投資・財務的収支額 △413 

翌年度繰上充用金増減額 0 

当年度資金増減額・負担割合差額 △26 

期首資金残高 644 

期末資金残高 617 

連結バランスシートの純資産（資産から負債を差し引いた残余）が、1 年間でどのように増減したかを示すもの

で、それがどういった財源や要因で増減したのかについても表しています。 

町民からの税収や

地方交付税等 
国や県からの補助

金等 

町や町の関連団体

等の純粋なコスト 

連結グループの収入・支出をその性質に応じて 3 つに区分した財務書類です。1 年間の行政サービスに必要な資

金の動きを示しています。 

町や町の関連団体

等の活動に伴う資

金の出入り 
インフラ整備に伴

う資金の出入り 
町や町の関連団体

等の借金に伴う資

金の出入り 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 2,234,470 ①普通会計地方債 2,408,846

②教育 1,717,138 ②公営事業地方債 621,985

③福祉 290,516  地方公共団体計 3,030,831

④環境衛生 569,514 (2) 関係団体

⑤産業振興 1,269,064 ①一部事務組合・広域連合地方債 47,655

⑥消防 154,871 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 1,562,096 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 47,655

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 7,797,669 (4) 引当金 490,078

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当等引当金） 490,078

(3) 売却可能資産 55,787 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 7,853,456 (5) その他 0

固定負債合計 3,568,564

２　投資等

(1) 投資及び出資金 196,918 ２　流動負債

(2) 貸付金 18,179 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 267,122 ①地方公共団体 338,620

(4) 長期延滞債権 50,476 ②関係団体 4,730

(5) その他 0  翌年度償還予定額計 343,350

(6) 回収不能見込額 △ 19,228 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 513,467 (3) 未払金 0

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 27,421

３　流動資産 (6) その他 0

(1) 資金 617,371 流動負債合計 370,771

(2) 未収金 12,395

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 3,939,335

(4) その他 1,322

(5) 回収不能見込額 △ 5,592

流動資産合計 625,496

純　 資　 産　 合　 計 5,053,084

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 8,992,419 負債及び純資産合計 8,992,419

連結貸借対照表
（平成２７年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 620,016 18.0% 11,556 37,939 83,163 104,576 31,450 79,109 231,692 40,531 0

（２）退職手当等引当金繰入等 △ 409,714 -11.9% △ 19,164 △ 20,937 △ 42,928 △ 15,119 △ 111,434 0 △ 185,688 △ 14,444 0

１ （３）賞与引当金繰入額 27,421 0.8% 532 2,104 4,393 3,964 1,724 116 12,381 2,207 0

小　　計 237,723 6.9% △ 7,076 19,106 44,628 93,421 △ 78,260 79,225 58,385 28,294 0

（１）物件費 601,187 17.5% 9,066 78,129 65,989 195,733 58,858 17,114 172,980 3,318 0

（２）維持補修費 39,072 1.1% 28,863 2,305 0 3,615 3,613 546 130 0

（３）減価償却費 423,477 12.3% 77,194 59,318 25,385 47,888 134,393 11,364 67,935 0

小　　計 1,063,736 31.0% 115,123 139,752 91,374 247,236 196,864 29,024 241,045 3,318 0

（１）社会保障給付 1,797,385 52.3% 3,236 1,790,481 3,668

（２）補助金等 223,466 6.5% 594 7,621 150,043 1,108 41,928 10,324 11,333 515 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

16,666 0.5% 1,000 0 0 0 10,000 5,666 0 0 0

小　　計 2,037,517 59.3% 1,594 10,857 1,940,524 4,776 51,928 15,990 11,333 515 0

（１）支払利息 48,016 1.4% 48,016

（２）回収不能見込計上額 18,009 0.5% 18,009

（３）その他行政コスト 30,093 0.9% 0 0 30,118 0 0 0 0 0 △ 25

小　　計 96,118 2.8% 0 0 30,118 0 0 0 0 0 48,016 18,009 △ 25

3,435,094 109,641 169,715 2,106,644 345,433 170,532 124,239 310,763 32,127 48,016 18,009 △ 25

（　構　成　比　率　） 3.2% 4.9% 61.3% 10.1% 5.0% 3.6% 9.0% 0.9% 1.4% 0.5% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 30,109 6,175 7,063 3,841 4,414 4,622 0 3,106 0 0 0 888

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 685,523 0 0 676,384 4 0 0 553 0 0 0 8,582

３ 保 険 料 165,244 165,244

４ 事 業 収 益 208,430 0 0 8,393 200,037 0 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 2,068 0 0 1,615 453 0 0 0 0 0

1,091,374 6,175 7,063 855,477 204,908 4,622 0 3,659 0 0 0 9,470

ｂ／ａ 31.8% 5.6% 4.2% 40.6% 59.3% 2.7% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

2,343,720 103,466 162,652 1,251,167 140,525 165,910 124,239 307,104 32,127 48,016 18,009 △ 25 △ 9,470

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

２

３

４
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 4,573,600 1,713,044 5,045,506 0 △ 2,205,505 20,555

純経常行政コスト △ 2,343,720 △ 2,343,720

一般財源

地方税 222,753 222,753

地方交付税 1,475,947 1,475,947

その他行政コスト充当財源 96,288 96,288

補助金等受入 1,111,025 122,283 988,742

臨時損益

災害復旧事業費 △ 12 △ 12

公共資産除売却損益 2,145 2,145

投資損失 △ 516 △ 516

収益事業純損失 0 0

その他 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 131,512 △ 131,512

公共資産処分による財源増 0 △ 6,324 6,324 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 23,024 △ 23,024

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 78,871 78,871

減価償却による財源増 △ 102,287 △ 321,190 423,477

地方債償還に伴う財源振替 △ 195,871 195,871

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 △ 90,290 △ 90,290

無償受贈資産受入 0 0

経費負担割合変更に伴う差額 5,864 162 6,816 0 △ 1,114

期末純資産残高 5,053,084 1,733,202 4,604,602 0 △ 1,214,985 △ 69,735

連結純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

221,659

連結資金収支計算書
自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

773,988

600,464

1,797,385

223,466

48,016

67,643

3,510,962

54,049

1,475,947

1,018,742

25,416

684,950

164,440

207,465

15,561

94,732

0

0

38,845

379,433

4,001,806

490,844

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

583,402

16,666

0

0

0

0

600,068

92,283

0

0

0

24,958

496,674

△ 103,394

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

210

6,920

58,554

2,256

396,602

10,264

0

0

0

464,542

0

8,830

0

30,000

0

2,145

0

617,371

51,239

△ 413,303

0

△ 25,853

644,262

△ 1,038


